2011年度国際私法I　期末試験問題
高橋宏司　出題
第一問
日本に住所を有するX(甲国人)が、日本に家具一式を残し、乙国に不動産を残して死亡した。甲国国際私法は、相続は、動産については被相続人の死亡時の住所地法により、不動産についてはその所在地法によると定めるとともに、「住所地法や不動産所在地法によるべき場合において、その国の法が他国の法によることを定めるときは、その他国の法を適用する」とも定める。乙国国際私法は、相続は、動産・不動産のいずれについても、被相続人の死亡時の住所地国の実質法によると定める。日本から見て、Xの相続の準拠法は何国法になるか。(期末試験総点80点中30点)

第二問 
(1) 日本人Xと甲国人Yは、日本に所在する甲国大使館において甲国法に定められている婚姻の方式に従った婚姻の儀式を行った。甲国法上の婚姻の方式は、甲国に属する公的機関における非宗教的儀式である。また、甲国の国際私法では婚姻の方式は婚姻挙行地法によるとされている。XとYは、挙式後、甲国で新生活を始め、甲国から郵送により、Xの本籍地の役場に日本法上適式な婚姻届をした。日本から見て、この二人の婚姻は方式上有効か。(期末試験総点80点中30点)

(2)ともに乙国に常居所を有する日本人Aと乙国人Bは、協議離婚し、乙国から郵送により、Aの本籍地の役場に日本法上適式の離婚届をした。乙国法上の協議離婚の方式は、乙国に属する家族登録局への離婚届である。日本から見て、この二人の離婚は方式上有効か。(期末試験総点80点中20点)

